
書式第 12号 (法第28条関係)

平成 31年 (令和 1年)度  事 業 報 告 書

平成31年  4月  1日 から 令和 2年 3月  31日 まで

1 事業の成果
国交省関東地方水質汚濁連絡協議会 (国交省関東地方整備局江戸川河川事務所・富士川支部会)の主催
る講習会・研修会において水質事故対策の講師を派遣致しました。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業
( 2 ) 普及事業と して 以下 の 取材対応 講習 言り||練 を実施。

佐賀県
」L
ノヽ 国町の 焼 き

■
′ヽ れ工場よ り焼 き入 れ油 約7万0 ) の 流出事故 よ る各社取材対応 (令和 1年8月

不 クス コ 東 日本常磐道流 山IC附近 トフ ツ ク燃料油 ) 流 出事故対応 令和 1年9月 国土 交通省関
地方整備局江戸 河 事務所 隊 質事故対策 練」 (訓 令和 l年 10月29 日 同局甲府河 国道事務所「水質
故発生 時の 対応 に・ つ υヽて 」「油流出事故対策に つ υ て 」 令和 1年 12月3 日) 埼玉県坂戸市「水質事故訓制

(令和2年2月 )6日

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の

金額

(千円)

提供事業

公表事業 講習会での新規リーフレッ
ト配布

令和1年 10月

令和1年 12月

令和2年 2月

講習会会場 6人

1地 方整備
川事務所
職員計

程度

329

置及事業

取 対

事故対策対応。

交省河川事務所水質事
策関係者及び自治体関
向け事故対策研修会への
師派遣

怜和1年 8

P和 1年 9

月
月

降和1年 10月

冷和1年 12月

令和2年 2月

隆賀県大国町
常磐道流山IC

江戸川河川事
勝所
1甲 府河川国適
事務所   |

坂戸市

1 1
■ノヽ

3人

7人

2人

マスコミ

日本高速

土交通省
地方整備
川事務所
職員

程度

職員50名

1,637

育成事業 門員育成セミナー 1年 11月 リタ宮田 6人 当会員各社 12

事業名 事 業 内 容 施
時

実

日
施
所

実
場

従事者
の人数

事業費の
金額
(千円)

(2)その他の事業  当NPOは、その他の事業はありません。
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特定非営利活動法人 油濁防除研究会
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平成31年 (令和1年 )度  活動計算書

平成31年 4月  1日 から 令和 2年  3月  31日 まで

人

2

1 受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
受取寄附金
施設等受入評価益

3 受取助成金等
受取補助金

4 事業収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
l 事業費

(1)人件費
給料手当
退職給付費
福利厚生費

5 その他収益
受取利息

事業収益
事業収益

用

′́
~N

人件費計
(2)その他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
広告宣伝費
事故対応費
その他経費計

事業費計
2 管理費

(1)人件費
役員報酬
給料手当
退職給付費用

贈̈
翻略融耀聯瀬秘融

制
一鮒
わ
辮
相
齢
蹴
綾
鰤

り
乙

その他経費計
管理費計

経常費用計

科 金 額

24,000

ｎ

Ｖ

1,737,750

ｎ

ｖ

1,737,750

24,000

ｎ
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ｎ

Ｖ

48,445
0

328,700
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126,490

2,069,460

単位 :円

目



当期経常増減額
Ⅲ 経常外収益

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

経常外費用計
税引前当期正味財
法人税、住民税及

-434,190

産増減額
び事業税

当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額

-434,190

1.425.343
991_153
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書式第 15号 (法第28条関係)

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

平成31年 (令和 1年)度 貸借対照表

令和 2 年  3月  31日現在

特定非営利活動法人 油濁防除研究会

(単位 :円 )
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科 目 金 額

1,039,598

1,039,598

97,036

1 136 634

97,036

97,036

1,425,343

-434,190



正味財産合計

負債及び正味財産合計

991,153
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平成 31年 (令和 1年)度  計算書類の注記

特定非営利活動法人 油濁防除研究会

重要な会計方針
計算書類の作成は、 NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 、2011年 11月 20日 一部改正、2012年 1月 27日 一部改正
NPO法人会計基準協議会)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

科 目
提供・普及・育
成事業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

24,000

74,000

1,663,750

10

24,000

74,000

0

1,663,750

10

24,000

74,000

0

1,663,750

10
1,761,760 1,761,760 ｎ

ｖ 1.761.760

54,820

163,880

48,445

0

328,700

54,820

163,880

48,445

0

328.700 328,700
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０
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1.473.615 1.473.615 126,490 1,600,105
2,069,460 2,069,460 126.490 2.195.950

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
広告宣伝費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 -307,700 -307,700 -126.490 -434.190

内容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



“
４ 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必
要な事項
事業費と管理費の按分方法

ワ

‘

8

内容 期首残高 当期増加額 期末残高 備考

合計

科 目 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

756,000 145,481 Z:ゝ  610,519 97,036 △ 658,964 97,036

有形固定資産
車両運搬具
什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計 756,000 145。 481 Zゝ 610,519 97.036 Zヽ 658.964 97,036

科 目 期首残高 当期借入 当期返済

合計

科 目
に計上
金額

計算書類
された|

及
と
―

内役員
近親者

取]

び
の

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第28条関係)

平成 31(令和 1年 )年度  財産 目録

令和 2年 3月  31日現在

特定非営利活動法人 油濁防除研究会

(単位 :円 )

科 目 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

銀行普通預金

未収金

事業未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

事務用品購入代

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

銀行借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

1,039,598

1,039,598

97,036

1,136,634

97,036

97,036

1,136,634

〆
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書式第 18号 (法第28条関係)

平成 31年 (令和 1年)度 年間役員名簿

平成 31年  4月  1日から  令和 2年  3月  31日 まで

特定非営利活動法人 油濁防除研究会

役 名 氏   名 就任期間 報酬を受けた
期  間

理事

ウメザワ マサアキ

梅 澤 府 明

平成31年4月 1日

令和 2年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事

ワタナベ

渡 辺
キヨシ

潔

平成31年4月 1日

令和 2年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事

ナカタ

中 田

ヒロミ

博

平成31年4月 1日

令和 2年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事

クワハラ

桑 原

ユタカ

豊

平成31年4月 1日

令和 2年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事

ミヤモ ト

宮 本

シグル

繁

平成31年4月 1日

令和 2年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事

オグラ

小 倉

タツとコ

龍 彦

平成31年4月 1日

令和 2年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事

トヨダ

豊 田

カズヤ

和 也

平成31年4月 1日

令和 2年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

監事

カワノ

‖! 野
カツシゲ

勝 茂

平成30年4月 1日

平成31年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日
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書式第4号 (法第 10条・第28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
令和 2 年 3月  31日現在

特定非営利活動法人 油濁防除研究会

氏   名

メザワ マサアキ

澤 着 明

ワ

“

タナベ キヨシ

潔辺

●
●

ワハラ ユタカ

豊園

■
４

ラタ セイイチロウ

田 精―郎

´
０

ロサワ アサシ

澤 麻 志

6
ミヤモ ト シグル

繁本

７

‘

グラ タツヒコ

龍 彦倉

8
トヨダ カズヤ

田 和 也

Ｏ

ν

カ タ ヒロミ

博田

1()
ワ ノ カツシグ

勝 茂I! 野

11

12
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